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1はじめに
（1）本稿の問題意識
　本稿の目的は、所定外労働時間が長い要因を明らか
にすることである。
周知のように、労働基準法で1日8時間週40時間の
労働時間が制度化されている。それゆえ、日本の長時
間労働問題は、それを超える労働時間、すなわち時間
外労働（所定外労働）の長さに焦点を当て、分析しなけ
ればならない。
　筆者はこれまで、長時間労働における「サービス残
業」の要因分析を行ってきた。「サービス残業」の要因
は多様にあるが、「生む要因」（＝職場に起因する要因。
雇用管理、人事制度、労働時間管理制度、会社の人件
費総額規制と職場の人間関係）と「支える要因」（＝企業
経営をとりまく環境要因。労働組合の時間意識、労使
関係の個別化、法制度、労働基準監督署の規制）に分け
て分析を行った・。そのなかで明らかになったのは、
小倉（2005）が指摘するように、長時間労働と「サービ
ス残業」は正比例していること、っまり所定外労働な
どが多い人ほど、「サービス残業」も長く2所定外労働
時間が長い人ほど「サービス残業」に従事しているこ
とが明らかになった。これは重要である。すなわち「サ
ービス残業」根絶のためには、その温床となっている
長時間労働をなくす必要がある。そこで、本稿では、
長時間労働の発生要因に焦点をあてる。
（2）先行研究
　日本の所定外労働時間は、以前から長いと言われて
いる。所定外労働時間が長い要因は、法制度の不備や、
労働組合の規制力の弱さ、過重ノルマなどが要因とし
て挙げられてきた。
　一つ目の法制度については、三六協定、時間外割増
賃金の二つが問題とされている。
　藤本（1963）は、第三六条の規定によって労使協定を
締結すれば、労働時間を延長することが許される点に
関しては、「こういった規制では、労働時間制限立法の
役目を果たすことはできない。いわばザル法をつくっ
たといわれても仕方がない。」と強く批判している3。
その後、40年以上経った森岡（2005）でも、労働基準法
は1947年の制定時以降、同法第三六条に定める時間
外労働協定（三六協定）を労使で結ぶことを前提に、ほ
とんど無制限の残業（時間外労働と休日労働）を認めて
きたと指摘している4。
　島田（2007）は、所定外労働を前提とした長時間労働
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がある要因の一つに、日本の労働基準法で定められた
残業代の割増率の低さを挙げている。通常の所定外労
働（深夜も含む）の割増率が賃金の25％以上、休日は
35％以上に対し、ヨーロッパ諸国では通常の所定外労
働で50％以上、深夜で100％以上、休日で150％など
の例を挙げ、日本では新しく人を雇用するより、在籍
している従業員の所定外労働で業務増に対応したほう
が、コストがかからないため所定外労働がなくならな
い5。
　二つ目は、労働組合の規制力の弱さである。この点
に関しては、内海（1975）が、わが国労働組合の労働時
間意識の低さを指摘した6。その後、30年が経った森
岡（2007）も、残業に対する労働組合の規制力が弱いこ
とにっいて述べている7。
　最後に、過重ノルマの問題である。川島（2008）は、
連合総合生活開発研究所の一連の調査をもとに、週実
労働時間が「60時間以上」の層の大多数は、いつも業
務量がオーバーm一ド（過重）しているとの指摘をして
いる。さらに、こうした企業では、一定程度の所定外
労働や休日出勤が生じることを前提に人員配置や業務
運営をおこなっているということになろうと推測する
8。川島（2008）は、その点を指摘するまでにとどまっ
ている。なぜ所定外労働をするのかについては、現段
階では、研究蓄積が不十分である。しかし、この点に
関して、島田（2007）は、非正規による代替が進んだ結
果、残された正規雇用者一人当たりの仕事量は増え、
職責は重くなったとしている9。すなわち、正規雇用
労働者の長時間労働の原因を非正規雇用労働者の増大
にもとめているのである。しかし、過重ノルマの問題
は、非正規雇用の増大だけでは説明は不十分である。
近年の雇用管理の変化も無視できないが、人事制度、
労働時間管理の変化も視野に入れた分析を行う必要が
ある。
　以下、各種先行調査をもとに、まず、わが国の長時
間労働の実態を確認し、次いで、過重ノルマの発生要
因の分析を試みる。最後に、所定外労働時間短縮のた
めの課題を提示したい。
みよう。
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資料出所：日本労働政策研究・石刑獅2008）「データ
ブック国際労働比較（2008年版）」、p．197より引用。
　年間総実労働時間の国際比較をみると、日本の年間
総実労働時間は1988時間（うち所定外労働時間は200
時間）であり、一番長い。続くアメリカは、日本よりも
所定外労働時間は長いものの、年間総労働時間は日本
よりも短い。
　小倉（2007）でも指摘されるように、日本の平均的な
労働時間は、先進国の中では長い部類に入る。世界屈
指の先進国である日本の労働時間は、先進国らしいと
はいえないのである10。
（2）総実労働時間と所定内労働時間の動向
　続いて、1970年から2005年までの先進国らしから
ぬ日本の労働時間の推移を、総実労働時間と所定内労
働時間の動向に分けてみていこう。
ll長時間労働の実態
（1）総労働時間
　日本の労働時間は、国際的にみてどのような位置に
あるのか。図1は、日本、アメリカ、イギリス、ドイ
ツ、フランスの年間総実労働時間をまとめた表をみて
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図2総実労働時間と所定内労働時間の動向
資料出所日本労働政策研究・研修機構（2007）
「長時間労働とワークスタイル」、p．4より引用。
　1970年代以降の日本の労働時間の推移について、大
橋・中村（2004）は、三点指摘している。まず、1970年
代半ばの石油ショックによって高度成長が終焉するま
での間、一貫して減少していることである。次に、石
油ショックから1988年ぐらいまで所定内労働時間は
横ばいに推移し、その後低下していることである。80
年代後半以降に時短が進んだ理由として、日本の長時
間労働に対する国際的な批判があったこと、それに伴
い、政府が時短政策をおこなったこと、バブル崩壊ま
での好景気の期間に労働条件が改善したこと、産業構
造の変化を挙げている。最後に、1992年以降の所定内
労働時間の減少は、労働時間の短いパートタイマーの
増加などをはじめとする就業形態の多様化が大きな影
響を及ぼしているとしている11。
　ところで、オイルショック後の「平成不況」期をみ
ると、総労働時間も所定内労働時間もともに減少して
いるが、両者の幅はほとんど変化していないことがみ
てとれる。すなわち、総労働時間、所定内労働時間は
ともに減少しているが、双方の差、つまり所定外労働
時間は変化が少ないのである。ここから読み取れるこ
とは、非正規雇用の増大であろう。非正規雇用の増大
の影響で、総労働時間と所定内労働時間は減少した。
しかし、非正規雇用者以外、つまり正社員の労働時間
については、所定外労働時間が減少していないことか
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らも、変化していないと考えられる。
　では、所定外労働時間の推移はどうなっているのだ
ろうか。厚生労働省が発表する「毎月勤労統計調査」
からみていこう。
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図3所定外労働時間の推移
100
　1980年　1983年　1986年　1989年　1992年　1995年　1998年　200T年　2004年　2007年
資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」より筆者作成，
　　（従業員が30人以上（一般・パート）の事業所。）
　一般的に、所定外労働時間は景気変動に応じて増減
することが知られている。第1次オイルショック後の
1975年頃、またバブル崩壊後の1992～1994年頃には、
その直前に比べて所定外労働時間が減少している。こ
れは、雇用量調整のために企業が所定外労働時間を利
用していることを示している12。
　ここで注目すべきは、日本経営者団体（日経連、現、
日本経済団体連合会（経団連））が「雇用ポートフォリオ」
を発表した1995年以降の所定外労働時間の推移であ
る。一度は減少するものの、その後、は、一貫して急
増していないことゆえ、慢性的に所定外労働が発生し
ていると考えられる。この所定外労働の急増と慢性化
は、職場の人事労務管理に関係しているのではないか。
事実、1995年以降、人事労務管理のあり方は大きく変
化した。1995年以降の人事労務管理のあり方と、所定
外労働時間増加傾向との関係については、IVで詳しく
分析する。
（3）週に50時間以上労働している就労者比率
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　国際的に見て、日本の長時間労働者比率はどうなっ
ているのだろうか。図3は、週に50時間以上労働し
ている就労者比率である。
図4　週に50時間以上労働している
　　　　　就労者比剰％）
資料出所：小倉・噺2007）「長時間労働とワークスタイル」日本
労政策研究・研修機構『Business】labOr　Thend』2007．7号、　p．5
より引用。原資料はSangheon　I　eee，‘Wb止㎏hour　gap〆’in　J．
C．Messenger　ed，　Wbrklng　Time　and　Wbrke㎎’P唖e㎜m
　　　　lhdustria1　tounnies，　Routledge，2004。
　日本の長時間労働者の比率の高さは、他国に比べる
と群を抜いての一位である。日本よりも比率は低いも
のの、アメリカ、オーストラリア、イギリスでも比較
的比率は高い。また、フランスとオランダを除くほと
んどの国で、1980年代に長時間労働者の比率が高まっ
ていることからも、長時間労働者の増加は、一部を除
く先進国共通の現象であるといえる13。それでも、日
本の長時間労働者比率は、以上に高いことが読み取れ
る。
　以上、日本の総労働時間が長いこと、所定外労働時
間が長いこと、長時間労働者の比率が高いことが明ら
かになった。日本の長時間労働は、所定外労働時間（残
業等の労働時間）が恒常的に存在すること、及び残業割
増手当が支給されない、いわゆる「サービス残業」14
の存在によって特徴づけられる15。
皿　長時間労働発生要因
　なぜ長時間労働が発生するのか。日本労働政策研究・
二以下、㎜）（2007）は、企業側、労㈱
から要因解明を試みている。
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図5長時間労働が発生する要因（複数回答）
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資料出所：JI［EVIt2007，）「経営環境の変化の下での人事戦略と勤
　　労者生活に関する実態調査」、p．56より筆者作成。
　企業に「長時間労働者が発生するのはどのような要
因からだと思うか」という質問をしたところ、「所定内
労働時間では対応できない仕事量だから」を挙げる割
合が約5割（47．6％）と最も高い割合であった。次いで、
「事業活動の繁閑の差が大きいため」（38．4％）、「突発
的な業務がしばしば発生するから」（36．3％）、「仕事の
性格上、残業屋休日出勤などでないとできない仕事で
あるから」（32．5％）、「取引先との関係で、時間を合わ
せる必要があるから」（29．5％）、「最近の人員削減によ
り、人手不足だから」（23．3％）、「組織又は個人の仕事
の進め方に無駄が多いから」（16，2％）であった。
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図6所定外労働や深夜・休日出勤の理由
　　（複数回答X従業員調査）
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資料出所唖2007）「経営環境の変化の下での人事戦略と勤
　　労者生活に関する実態緬、p．61より筆者作成、
　次に、所定外労働や深夜・休日出勤が「ある」と回答
する従業員にその理由を聞いたところ、「所定労働時間
内では片付かない仕事量だから」を挙げる割合が6割
弱（57．2％）と最も高く、次いで「突発的な業務がしばし
ば発生するから」（45．9％）、「最近の人員削減により、
人手不足だから」（20．3％）、「取引先との関係で、時間
を合わせる必要があるから」（18．8％）、「事業活動の繁
閑の差が大きいから」（16．5％）であった。
　企業調査・従業員調査ともに、「所定内では片付かな
い仕事量だから」とする回答が一番高い割合で挙げら
れている。しかし、企業側が約5割（47．6％）、従業員側
が6割弱（57．2％）と認識に差がある。この差が何に起因
するのかについては、今後の分析課題のひとつとした
い。
　日本労働政策研究・研彦機構（2007）は、所定外労働の
理由についてクロス集計結果を行った結果、「業務量が
多い」という回答は、総労働時間の長さと比較的高い
相関関係にあることを明らかにしている16。日本の労
働者が残業代を稼ぐために所定外労働をする、といっ
た説もある。しかし、以上みてきたことから、日本の
長時間労働は、「業務量が多い」ことが大きな要因であ
ると結論付けることができるだろう。
　ここまで、なぜ所定外労働が発生するのかについて
みてきた。その結果、日本の所定外労働時間が発生す
る大きな要因は、仕事量が多いことにあることが明ら
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かになった。
　この仕事量の多さにっいて、熊沢（2007）は、集団（チ
ーム）ノルマと個人ノルマに分けて、過重ノルマ問題と
してその発生メカニズムを説明している。以下、その
主張をみてみよう。彼は、大量生産の組立ラインを例
に、次のように説明をしている。
　①その日の目標台数、②その時間までに完成予定の
台数③その時間までに完成予定の台数、③残りの台
数が、たいていデジタル時計状の司令塔に示されてい
る。作業の進行とともに刻々と②③の数値が変わる。
労働者の作業はこの司令塔にいわば命令されて動くが、
ラインはいつもスムーズに進むのではなく、トラブル
によって予定が遅れたり、市場が逼迫して急な増産が
必要であったり、というときなどには、所定外労働が
要請されるのだという。一人が抜けることが、誰かに
迷惑をかけてしまうと考えるため、所定外労働を拒む
ことはできない。それが「チーム作業者の掟」のよう
になっている。ホワイトカラーの場合は、さらに状況
が厳しくなると熊沢（2007）は指摘する。チームとして
も契約件数などのノルマをかせられている時は、自分
が使用のためにがんばれないとチーム全体に迷惑をか
けるという心理的圧迫に常に襲われる。チームの成績
いかんでボーナス額も一部は変動するとなると、イン
パクトはいっそうきつくなる。そうした中で、個人の
予定で所定外労働をせずに帰るなどということは、サ
ラリーマンの行動準則にはまずない。ホワイトカラー
ではそのうえ、ノルマが会社組織の諸レベルを降格し
て個人にまで割り当てられる。ホワイトカラーの個人
ノルマは、上司から一方的に与えられる場合もあるが、
多くの大企業では目標管理を通じて決定される。労働
者は、自己申告書をめぐる上司との面談のなかで、徐々
に目標をみずから引き上げるようにはげまされて誘導
され、過重ノルマの達成を「約束」してしまう。約束
をした瞬間、9時から5時まで働くものだという労働
時間意識はサラリーマンの心のなかから消え去る17。
熊沢（2007）はおよそこのように述べ、ここにみられ
るメカニズムを「強制された自発性」に基づくノルマ
と表現した。こうして、熊沢（2007）は、長時間労働の
発生要因を過重ノルマと「強制された自発性」に求め
たのである。
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IV　長時間労働を生む管理の特質
（1）近年の人事労務管理の変化とその特徴
　これまでの考察から明らかになったことは、日本の
労働時間が長いのは、時間外（所定外）労働の長さに主
因があること、そしてその時間外労働の原因は労働者
個人の事情（能力不足、不効率な働き方、残業代稼ぎ）
ではなく、仕事の事情（仕事量、仕事の性質、突発性）
である。さらにこの時間外労働は、かつては景気変動
に直接的に影響を受けていたが、90年代半ば以降は、
暫増傾向にあることが明らかになった。すなわち近年
は、時間外労働が慢性化しているのである。この慢性
的な時間外労働こそ、過労死、過労自殺の原因だと考
えられるが、しかし、なぜ、90年代半ば以降、時間外
労働の慢性化が顕著になったのだろうか。
　熊沢（2007）は、過重ノルマや「強制された自発性」
に特徴をおいた分析を行った。説得的ではあるが、そ
の「強制された自発性」を生み出す人事労務管理の内
実まで踏み込んだ検討が必要である。
　慢性的な時間外労働は「個人の事1青」ではなく、「仕
事の事情」で発生するのであるから、90年代半ば以降
の「働かせ方」が大きく変わったことを意味すると考
えられる。慢性的な時間外労働は自然に発生するのは
なく、企業の人事労務管理の結果にほかならない。そ
うだとすれば、職場の人事労務管理の変化と、時間外
労働の慢性化の関係性について分析する必要がある。
過重労働や「強制された自発性」は、自然に発生する
のではなく、企業の人事労務、管理行動の結果に他な
らない。すなわち、そこに分析の焦点を合わせる必要
がある。
　90年代半ば以降の企業を取り巻く環境変化として、
IT化とグローバリゼーションが挙げられる。市場原理
主義の浸透である。これにより、労働のフレキシビリ
ティが進んだ。黒田（2008）は、皿化とグローバリゼー
ションという大きな波が押し寄せていることを指摘す
る。その結果、アメリカと同様、日本の企業も人事労
務のフレキシブル化が進行し、人に求められる技能や
能力を変え、また仕事の質と量を大きく変え、さらに
仕事と人のあり方を大きく変えた。この二つの波は、
これまでの人事労務を根本的に変えさせようとしてい
るのだ18。
　以下では、黒田（2008）が指摘する人事労務のフレキ
シブル化を視野に入れ、人事労務のフレキシビリティ
が、慢性的な時間外労働の原因となったことを論じる。
本稿では、雇用管理、成果主義、労働時間管理制度に
焦点を絞って長時間労働の発生要因の分析を行う。
（2）雇用管理
　近年の雇用管理の最大の特徴は、正規雇用の削減と
非正規雇用の拡大にある。周知のように、1995年に旧
日経連によって公表された「新時代の日本的経営」は、
非正規雇用の増大を公然と内外に宣言した。すなわち
雇用ポートフォリオである。
このなかで、今後の労働力を、①長期蓄積能力活用型、
②高度専門能力活用型、③雇用柔軟型の三つに分類し、
正社員は①のグループに限定し、②、③の非正規社員
の有効活用を図るとした。この「新時代の日本的経営」
は、企業の雇用管理に大きな影響を与えた。
　これまでの日本企業は、熊沢（1989）が指摘するよう
に、需要拡大期にも採用人員は増やさず、在籍者の支
出労働の増加をはかることで対応してきた。終身雇用
の慣行に制約された企業にはそうした志向が強かった。
また、これは組合の責任でもあるが、減量経営化、定
期退職や有給完全取得をつらぬけば、割り当ての仕事
量がこなせないようなシステムにされていることも多
い。このような状況では、残業を拒めば「どうせ明日
の自分がしんどい」か、なかまに迷惑をかけるかのい
ずれかになのだ19。
　しかし、近年の所定外労働の急増と慢性化は、そう
した景気変動要因では説明できない。
　近年の変化について、白川（2005）は、90年代半ば以
降、日本的雇用制度が崩壊し、終身雇用制が崩壊し始
め、若年雇用問題が深刻化したことを指摘する。厳し
い経済1青勢を背景に、企業は即戦力を持つ若者を求め、
新規学卒者にこだわらず中途採用を増やしていった。
同時に、正社員のしていた仕事をパートタイム労働者
や派遣社員で代替するようになった2・。
　図7は、総務省「労働力調査特別調査」、「労働力調
査（詳細結果）」をもとに筆者作成したものである。中
野（2006）が、1997年を境に正規雇用数は減少し、そ
れを上回る数の非正規雇用が増加している21と主張
しているように、正規雇用数の減少、非正規雇用の増
大、そして、正規雇用者比率の急速な減少が見てとれ
る。ここでも着目すべきは、1995年の「新時代の日本
的経営」公表以降の推移である。正規雇用者が労働力
率に占める割合が急速に減少する一方、非正規雇用者
比率が増大していることがわかる。
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総務省「労働力調査特別調査1、「労働力調査（詳細結果）」をもと
　　　　　　　　に筆者作成。
　（平成13年以前は「労働力調査特別調査」（各年2月）、
14年以降は「労働力鯛査（詳細結果）」（各年1～3月平均）の数
　　　　　　　　　　値。）
　正規雇用を非正規雇用に代替することによって、な
ぜ正規雇用労働者の労働時間は増えるのか。この点に
関し、島田（2007）は、非正規による代替が進んだ結果、
残された正規雇用者一人当たりの仕事量は増え、職責
は重くなったと主張する22。従業員の頭数を増やして
も、非正規雇用労働者については、所定外労働が想定
されていないことや、技能レベルの問題がある、とい
った考慮が必要になる。
企業が、需要拡大期にも採用人員は増やさず、在籍者
の支出労働の増加をはかるという姿勢を以前から持っ
ていたことに加え、近年の非正規雇用の増加の半面で、
正規雇用者数が減少していることが、所定外労働の慢
性化に拍車をかけることになったといえよう。
（3）成果主義
　近年の人事制度の変化の最大の特徴は、年功制の打
破と成果主義の導入である。成果主義の定義は多様で
あるが、従業員の処遇と配置をこれまでの勤続年数や
潜在能力を含めて、業績や「成果」も含めた各人の「実
力」に基づいて決定すること、とここでは定義する。
すなわち、業績や「成果」「実力」に基づき、人事考課
　　　　　　研究ノーA
／長時昂労働どλ算労房w
が行われ、それに基づいて処遇や配置が決定される。
黒田（2000）が指摘するように、成果主義の導入により、
労働者の賃金決定の基準は時間（年功）から業績（成果）
に切り替えられたのである23。
　ところで、これまでの人事考課（査定）の対象は、仕
事の成果だけでなく、より広く深い範囲で行われてき
た。この制度の存在が日本の労働者の「勤勉性」と「自
発性」を支える動力となっていることは、これまで多
くの先行研究により指摘されてきた。その背景には、
人事考課の対象が、「職務遂行能力」だけでなく、「情
意・執務態度」も含まれることがあげられる。人事考課
は、一般に従業員の日常の勤務状態や職務遂行状況を
評価することであり、その結果は、賃金、昇進、昇格、
教育訓練などに活用される24。この人事考課制度が、
長時間労働の発生要因となってきたことは間違いない。
　宮坂（2002）は、考課の対象となるのは個人の能力で
あるが、その内容がかなり「日本的」であると指摘す
る。仕事の質・量、業務・人の管理、などの狭義の能力
以外の、執務態度、性格なども能力査定の対象とされ
る。日本の職場では、「個別企業にたいして忠誠・従順
であり、上司の命令によく服従し、執務態度も良好な
ものが高く評価され」る。よって、「知織・技能・体力、
理解・判断力、企画・開発力、指導・統率力、折衝・渉外
力」の職務遂行能力が、「責任感、積極性、協調性、規
律性、勤勉性」の情意・執務態度を媒介として発揮され、
一定の業績をもたらすと考えられる25。
　また、熊沢（1989）は、「サービス残業」をすることを
選択した者の多くが、人事考課を考慮していると主張
する。その背景には、仕事をやり終えなければ、「協定」
以上の所定外労働を拒むのならば、査定がわるくなっ
て不利益をこうむることも多い実態があるとする26。
その結果として、鈴木（1994）が指摘するところの「自
発」と「強制」の結合27が起こり、労働者達は、「強
制と自発がないまぜになった28」状態に陥る。
　熊沢（1997）は、わが国企業における能力の開発と発
揮は「強制された自発性」を通じて進められるだけに、
消極的であることが処遇を累積的に低くする効果が大
きいことを指摘している29。熊沢（2006）も、「強制さ
れた自発性」はいまだ健在で、労働者たちが「強制さ
れた自発性」のもとで、過重な労働に駆り立てられて
いると指摘する。その背景には、目標管理による過大
なノルマが課されるという実態がある30。
　成果主義の導入は、これらをより一層、確実に進め
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ることになる。小倉（2006）は、成果主義と労働時間は
強い相関関係にあることを指摘する。労働時間という
インプットではなく、業績や成果というアウトプット
による評価とは言っても、多くの人は、以前よりも長
時間労働になってしまうのが実情だ。才能や要領のよ
さを発揮して短時間ですごい成果を挙げられる人は少
ない。それと同時に、成果主義下における長時間労働
は、与えられた役割や目標などが、そうたやすくでき
るものでもない、という業務の大きさ、重さを意味し
ている31。また小倉（2007）は、近年の日本の専門職は、
業務量が”増える”ことはあっても、”減る”ことはなく
なっているのではないかと懸念する。専門職の処遇は、
多くの場合、成果主義であり、しかもその成果主義が
1990年代以降、日本企業に徐々に浸透してきたことで、
従来に増して「質も量も」重視されてきているように
感じられる、というのがその理由だ32。
　岡田（2008）は、成果主義的管理は、通常の人事労務
管理と比較してより成果や実績を評価対象として重視
するために、それ自体が労働者を駆り立てるドライブ
システムとしての傾向をより強めることとなり、それ
ゆえ、労働時間はより長時間化し、労働者は生活時間
を犠牲にしても成果を評価されるために労働すること
となると指摘する。成果主義的管理が裁量労働時間制
と組み合わさることによって、その傾向は強くなると
いつ33。
　成果を示さない限り、報酬がないとすれば、時間を
いとわずに働くこととなる。歯止めがなくなる。ここ
に所定外労働時間が必然的に発生するメカニズムがあ
る。しかし、同時に、処遇が働く時間ではなく、成果
に基づいて支払われるのであれば、必然的に労働時間
管理のありかたも変わる。
（4）労働時間管理制度
　最後にみるのは労働時間管理制度である。たとえ、
仕事量の変化が生じたとしても、過重ノルマの達成を
約束したとしても、労働基準法32条では、「使用者は、
労働者に、休憩時間を除いて、1週40時間を超えて労
働させてはならず、かつ、1日8時間を超えて労働さ
せてはならない。これを超える労働をさせるときには、
法所定の要件をみたさなければならず、かつ、割増賃
金を支払わなくてはならない」とされている34。それ
にも関わらず、1日8時間を超えて労働することがで
きるのか。日本の労働時間管理制度について、その制
度と問題点を分析する。
　佐藤（2005）は、労働時間制度の弾力化を指摘する。
近年、労働基準法の改正（1987年、93年、98年）によ
り労働時間の弾力化が認められてきた。弾力化された
労働時間制度とは、①労働力の需要の変動（業務の繁
閑）への対応を可能としたり（労働時間制度の「企業に
とっての弾力化」＝変形労働時間制）、②労働者による
労働時間の自己決定を容認するものである（労働時間
制度の「個人にとっての弾力化」ニフレックスタイム
制、裁量労働制）のことである35。
　労働時間制度の柔軟化は、佐藤（2005）が言うように
利点もある一方で、以下でみる現実的な問題点がある
ことを忘れてはならない。
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『電機連合NAVI』No．4（2006年12月粉、　p．3より筆者作成、
　小倉（2006）は、勤務時間制度別に超過労働時間を比
較している。ブルーカラーには「変形労働時間制」と
「交替制」が、ホワイトカラーには、「裁量労働制・み
なし労働」と「時間管理なし」（管理職などの場合）が
典型的な勤務時間制度である36。通常の勤務時間制度
のほうが、超過労働をする比率が低い。また、超過労
働時間については、フレックスタイム制、裁量労働制・
みなし労働、時間管理なしの超過労働時間は、通常の
勤務時間制度よりも長いことも伺える。
　佐藤（2007）は、時間管理の枠組みと仕事の裁量度の
との評価の枠組みがワンセットで連動していないと裁
量労働制はうまく機能しないと主張する。佐藤（2007）
の事例研究を通じて、裁量労働者の仕事の裁量性とは、
管理職層と比較すると小さいが、下の担当者層と比べ
ると大きいという、いわば職場の3層の比較のなかで
相対的に決まっていることを明らかにしている。今後
は、仕事の裁量度と成果報酬連動との結びつきの整合
性が、「時間の枠にとらわれずに働く」という裁量労働
制の本来の整合1生を保てるかが問題となるとしている
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　労働時間管理についてみる際、超過労働時間のみな
らず、「サービス残業」の問題も忘れてはならない。樋
口（2006）は、裁量労働制導入により、残業手当が支払
われなくなるのではないかという懸念もあると指摘す
る38。
　また、川人（1998）は、「サービス残業」を含む長時間
残業への批判が高まるなかで、「サービス残業」を誘発
したり、隠蔽したりするおそれのある制度改革の動き
が政府・財界で強まっていると主張する。政府・財政サ
イドの労働時間制度の改革論議では、労働時間の弾力
化（変形労働時間制やフレックスタイム制）や、みなし
労働時間制の拡大や、年俸制の導入がとりあげられて
きた。しかし、これらの制度は、サービス残業をなく
すようにみえて、かえって引き起こしやすい問題点を
含んでいると指摘する39。
　実態をみると、その懸念は懸念ではなく、実際に存
在する問題であるといえる。
　産労総合研究所（2002）は、社会経済生産性本部が実
施した「裁量労働制ならびに労働時間管理に関する調
査」より、裁量労働制採用企業が9．6％存在し、その半
数以上の企業で「サービス残業」が「あると思う」と
回答していることを紹介している40。
　堀（2001）が、裁量労働制は実労働時間と賃金との結
びつきを切断すると指摘している41ように、労働時間
の延長が行われやすい傾向があるといえる。
　熊沢（1997）は、ホワイトカラーでは唯一「稼ぐ」部
門とみなされている営業職セールスマンの働きすぎ
は直接的に、なかば強制的に、なかば自発的に決めら
れるノルマの大きさに規定されているとする。ノルマ
のありようを問わない裁量労働制の導入に関し、作業
量・ノルマと働きすぎとの関係をむしろ不可視にする
ことで、「それはサービス残業の告発を宙に浮かす企み
という側面さえ備えているといえよう」と主張してい
る42。
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　小倉（2007）は、裁量労働制・みなし労働における月間
の「サービス残業」は平均で38．4時間と、通常の勤務
時間制度の平均30．2時間を約8時間上回っていると指
摘をしている。さらに、「サービス残業」が相当あるだ
ろうとの推測をしている。その理由は、裁量労働制の
対象者は、いわゆる専門職種であり、また営業職の人
も、「何時間働いたかは関係ない。どのくらいのアウト
プットを生み出したかである」ことを建前とした成果
主義の対象者であることが多いためだ。だが、実際に
は、求められるアウトプットを生み出すために、非常
に長い労働時間を費やしている人が多い43。
　佐藤（2005）は、ホワイトカラー労働者は、「サービス
残業」が生まれやすい、と指摘する。工場労働とは異
なり、ホワイトカラー労働者の仕事の場合、自分の判
断で仕事を継続することが可能であることがその要因
であるというのである44。
V　結びにかえて
　本稿は、日本の労働時間の現状を踏まえ、なぜ長時
間働くのか分析を試みた。ここで明らかになったこと
は、所定外労働時間の長さは、仕事量の多さに起因す
ることである。仕事量が多くなる背景を、とりわけ日
経連の「新時代の日本的経営」が公表された1995年
以降に着目し、雇用管理、成果主義、労働時間管理の
三点から分析をおこなった。第一に、雇用管理につい
ては、島田（2007）が主張するように、近年、正規雇用
から非正規雇用への代替が進むなかで、正社員一人当
たりの職責が重くなっており、これが長時間労働を生
み、所定外労働時間を生む温床となっていることであ
る。第二に、成果主義の導入が労働者を駆り立てるシ
ステムとなっていることである。これまで、日本の企
業には、従業員の日常の勤務状態や職務遂行状況を評
価する姿勢があったことから、労働者はより長く働か
ざるを得なかった。近年の成果主義の導入は、この状
況にさらに拍車をかけているといえよう。第三に、労
働時間管理制度は、労働時間制度の弾力化により、法
定労働時間を超えて働くばかりではなく、残業実体が
隠蔽され、残業手当が支払われることなく、長時間働
くシステムに変貌していることである。
　本稿で明らかにされた三つのことについては、今後
実証調査で、確認する必要がある。以下、長時間労働
の問題を解決していくために何が必要かを念頭に、筆
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者の残された課題を本稿で明らかになった三点に基づ
き提示したい。
　まず、長時間労働と雇用管理についてである。本稿
では、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の数の推移
を官庁統計に基づき分析を行った。しかし、職場レベ
ルでみるとどうなのか。どういった分野で、正規から
非正規の代替が進んでいるのか。それに伴い、正規雇
用労働者の職務内容は変化したのか。そして、その変
化が正規雇用労働者の労働時間にいかなる影響を与え
たのかが明らかにされねばならない。
　次に、長時間労働と成果主義についてである。本稿
では、先行研究から、成果主義の導入により、労働時
間はより一層長くなる恐れある、という結論を出した。
しかし、この点については実証する必要性がある。と
りわけ、成果主義の運用実態はもちろんのこと、労働
者に課されるノルマの実態、それに伴う労働時間の変
化について分析する必要がある。
　最後に、労働時間管理制度についてである。本稿で
は、労働時間制度の弾力化による労働時間の長化を指
摘した。労働時間制度の弾力化によって、個々の労働
者の労働時間はいかに変化したのか。また、労働時間
管理の変化に伴って、他に何が変わったのか。職務内
容や、人事考課との関連についても分析する必要があ
る。
　上記の三点を明らかにすると同時に、長時間労働問
題解消のためにも、今後、労働組合を視野に入れた研
究を進めていく必要があると考えている。それは、先
行研究でも指摘されている。佐藤（2006）は、2002年に
行った企業調査、労組調査、労組員調査の3つのアン
ケート調査から、「個人の目標設定に関すること＝どん
な仕事をどれだけやればいいのか」について、労働組
合関わっていくことが新たな課題であると予想してい
る45。同様の見解は、中村（2006）でも見られる。行
き過ぎた成果主義が招く労働密度の高まりを、労働組
合が業績目標ひいては経営計画に至るまで発言する、
っまりより深い経営参加が労働組合にとっても重要な
課題であるとしている46。
　先行研究からも、労働組合の仕事管理、経営計画へ
の発言の必要性が伺える。しかし、筆者が今後、重要
視すべきと考えることは、労働時間による要員調整を
行う現状を変えていくことである。佐藤（2008）の実態
調査のなかでは、事業計画に合わせた「もくろみ」段
階での要員数算出の手順はあっても、計画段階との乖
離が生じる中で、要員不足を長時間労働で補われてい
る実態が明らかにされている47。
　佐藤（2008）は、労働時間の長さは、業務量＝要員マン
パワー（人数×スキルレベル）×労働時間のアンバラン
スを基本式としつつ、仕事の管理様式、管理者の行動
と意識、社員の行動と意識などの変数から影響を受け
ていることを明らかにした48。
すなわち、業務量をこなす要因と労働時間が決まった
としても、管理者が仕事をどう管理するか、その業務
遂行能力が非効率であったり、そもそも労働時間の把
握が十分でなかったりすると所定外労働の発生につな
がる。また、就業後も長時間在社したり、残業時間の
長さを部下の評価に考慮したりするといった、管理者
の行動様式や意識も部下の所定外労働の発生につなが
る。また、出世志向が強い、上司が退社するまで帰宅
しないといった仕事意識があると、社員の行動様式や
意識も所定外労働の発生につながる49。
　佐藤（2008）の基本式によれば、労働時間＝業務量／要
員マンパワーとなる。長時間労働の解決のためには、
最初の段階で、労働時間を決定し、業務量と要員マン
パワーの計画を立てる必要があると考えられるのであ
る。
　この仕組みをいかに構築していくか。今後、本稿で
述べた雇用管理、成果主義、労働時間管理に、労使関
係の視野を入れることで解決策を見出していきたい。
それと同時に、1995年以降の労働のフレキシビリティ
について、批判的に検討していく必要があるだろう。
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